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(54)【発明の名称】 内視鏡用チャンネルチューブの製造方法

(57)【要約】
【課題】可撓性チューブと補強部材との結合状態を効果
的に強化して、耐久性の優れた内視鏡用チャンネルチュ
ーブを得ることができる内視鏡用チャンネルチューブの
製造方法を提供すること。
【解決手段】可撓性チューブ１１，１２が加熱により軟
化又は溶融する合成樹脂材によって形成されていて、補
強部材２０，３０，４０を可撓性チューブ１１，１２の
内周面又は外周面に沿って配置された状態で発熱させる
ことにより、補強部材２０，３０，４０に対する可撓性
チューブ１１，１２の接触部分が局部的に軟化又は溶融
して、可撓性チューブ１１，１２と補強部材２０，３
０，４０との結合状態が強まるようにした。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】可撓性チューブの内周面又は外周面に沿っ
て金属製の補強部材が配置された内視鏡用チャンネルチ
ューブの製造方法において、
上記可撓性チューブが加熱により軟化又は溶融する合成
樹脂材によって形成されていて、上記補強部材を上記可
撓性チューブの内周面又は外周面に沿って配置された状
態で発熱させることにより、上記補強部材に対する上記
可撓性チューブの接触部分が局部的に軟化又は溶融し
て、上記可撓性チューブと上記補強部材との結合状態が
強まるようにしたことを特徴とする内視鏡用チャンネル
チューブの製造方法。
【請求項２】上記可撓性チューブの内周面又は外周面に
沿って上記補強部材が配置された状態のものを高周波磁
場内に置くことにより、上記補強部材が電磁誘導により
発熱する請求項１記載の内視鏡用チャンネルチューブの
製造方法。
【請求項３】上記補強部材の発熱で上記可撓性チューブ
が軟化又は溶融することにより、上記補強部材が上記可
撓性チューブの壁面にめり込む状態になる請求項１又は
２記載の内視鏡用チャンネルチューブの製造方法。
【請求項４】上記可撓性チューブが内外二層になってい
て、その層間に上記補強部材が配置されている請求項
１、２又は３記載の内視鏡用チャンネルチューブの製造
方法。
【請求項５】上記補強部材が螺旋管、コイルスプリング
又は網状管である請求項１ないし４のいずれかの項に記
載の内視鏡用チャンネルチューブの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】この発明は内視鏡用チャンネ
ルチューブの製造方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】処置具挿通チャンネルチューブや送気送
水チューブ等（以下、「内視鏡用チャンネルチューブ」
という）は、一般に四フッ化エチレン樹脂チューブ等の
ような可撓性チューブによって形成されており、小さな
曲率半径で曲げられたときの腰折れ防止を図る必要があ
る部分には、螺旋管や網状管等のような金属製の補強部
材が巻き付けられている。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】しかし、そのような補
強部材は使用中に巻き付けピッチの間隔がずれてしまう
場合があり、部分的に隙間が広がった部分に曲げ応力が
集中することにより、かえって可撓性チューブが折れ易
くなる場合がある。
【０００４】また、可撓性チューブの外周面に螺旋溝を
形成して補強用の螺旋管をその螺旋溝に巻き付ける構成
をとることにより、補強部材のピッチのずれを防止した
ものもある。
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【０００５】しかしそのようなものでも、可撓性チュー
ブが小さな曲率半径で曲げられた時に断面形状が偏平状
になることにより、補強部材が可撓性チューブの表面か
ら離れて補強効果が低下し、可撓性チューブが座屈して
しまう場合がある。
【０００６】そこで、可撓性チューブに補強部材が巻き
付けられた状態のものを加熱して、可撓性チューブを軟
化又は溶融することにより可撓性チューブと補強部材と
の結合状態の強化を図ったものもある。
【０００７】しかし、そのようにすると、可撓性チュー
ブ全体が加熱されて軟化、溶融してしまうので、チュー
ブ形状に歪みが出て蛇行等が発生し、かえって品質が低
下してしまう。
【０００８】そこで本発明は、可撓性チューブと補強部
材との結合状態を効果的に強化して、耐久性の優れた内
視鏡用チャンネルチューブを得ることができる内視鏡用
チャンネルチューブの製造方法を提供することを目的と
する。
【０００９】
【課題を解決するための手段】上記の目的を達成するた
め、本発明の内視鏡用チャンネルチューブの製造方法
は、可撓性チューブの内周面又は外周面に沿って金属製
の補強部材が配置された内視鏡用チャンネルチューブの
製造方法において、可撓性チューブが加熱により軟化又
は溶融する合成樹脂材によって形成されていて、補強部
材を可撓性チューブの内周面又は外周面に沿って配置さ
れた状態で発熱させることにより、補強部材に対する可
撓性チューブの接触部分が局部的に軟化又は溶融して、
可撓性チューブと補強部材との結合状態が強まるように
したものである。
【００１０】なお、可撓性チューブの内周面又は外周面
に沿って補強部材が配置された状態のものを高周波磁場
内に置くことにより、補強部材が電磁誘導により発熱す
るとよい。
【００１１】そして、補強部材の発熱で可撓性チューブ
が軟化又は溶融することにより、補強部材が可撓性チュ
ーブの壁面にめり込む状態になると、可撓性チューブと
補強部材との結合力が強まる。
【００１２】なお、可撓性チューブが内外二層になって
いて、その層間に補強部材が配置されていてもよく、補
強部材が螺旋管、コイルスプリング又は網状管であって
もよい。
【００１３】
【発明の実施の形態】図面を参照して本発明の実施例を
説明する。図２は、本発明の第１の実施例の内視鏡用チ
ャンネルチューブの製造方法に用いられる素材である可
撓性チューブ１１とその補強部材となる螺旋管２０とが
組み合わされた状態を示している。
【００１４】可撓性チューブ１１の材料としては、熱よ
って軟化するＰＴＦＥ（ポリテトラフルオロエチレ
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ン）、又は熱によって溶解する熱可塑性のＦＥＰ（四フ
ッ化エチレン－六フッ化プロピレン共重合体）、ＰＦＡ
（四フッ化エチレン－パ－フルオロアルキルビニルエー
テル共重合体）、ポリエチレン又はポリウレタン、或い
はその他の材料を用いることができる。
【００１５】螺旋管２０は、例えばステンレス鋼帯材を
一定の径でピッチ方向に隙間をあけて螺旋状に巻いて形
成されており、可撓性チューブ１１の外径よりやや細い
内径を有する素材が用いられている。
【００１６】したがって、螺旋管２０は広がり方向に弾
性変形された状態で可撓性チューブ１１に装着され、装
着後は、螺旋管２０がその弾性によって可撓性チューブ
１１を締め付ける状態になっている。
【００１７】このように可撓性チューブ１１の外周面に
螺旋管２０が装着されたものを、図１に示されるよう
に、高周波電流が流される通電コイル５０中に配置す
る。すると、導電性のある螺旋管２０が電磁誘導によっ
て発熱する。
【００１８】その結果、螺旋管２０と接触している可撓
性チューブ１１の外周面部分がその熱で局部的に軟化又
は溶解されて、締め付け力を有する螺旋管２０が可撓性
チューブ１１の外周面にめり込む状態になり、可撓性チ
ューブ１１と螺旋管２０との結合力が著しく高まる。
【００１９】そして、螺旋管２０によって加熱されて軟
化又は溶融するのは可撓性チューブ１１の外周面に近い
部分だけであり、可撓性チューブ１１の内周面寄りの部
分は変形しないので、可撓性チューブ１１が蛇行したり
せず安定した品質の内視鏡用チャンネルチューブを得る
ことができる。
【００２０】図３は、本発明の第２の実施例の内視鏡用
チャンネルチューブの製造工程を示しており、螺旋管２
０を可撓性チューブ１１の内側に配置したものである。
その他は、上述の第１の実施例と同様である。
【００２１】この実施例の場合、螺旋管２０として可撓
性チューブ１１の内径よりやや太い外径を有する素材が
用いられて、螺旋管２０がその弾性によって可撓性チュ
ーブ１１を押し広げようとする状態で通電コイル５０に
高周波電流が通電される。
【００２２】すると、電磁誘導により発熱した螺旋管２
０と接触している可撓性チューブ１１の内周面部分が局
部的に軟化又は溶解されて、螺旋管２０が可撓性チュー
ブ１１の内周面にめり込む状態になり、第１の実施例と
同様の作用効果が得られる。
【００２３】図４は、本発明の第３の実施例の内視鏡用
チャンネルチューブの製造工程を示しており、可撓性チ
ューブ１１の外周面に螺旋溝を形成して、補強部材とし
て例えばステンレス鋼線製のコイルスプリング３０をそ
れに沿って巻き付け、その外面に熱可塑性樹脂製の薄い
外装チューブ１２を被覆（又は塗布）した状態で、通電
コイル５０に高周波電流を通電するようにしたものであ*
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【００２４】そのようにすることにより、発熱したコイ
ルスプリング３０と接触する外装チューブ１２の表面が
溶解して、可撓性チューブ１１と外装チューブ１２とが
溶着された状態になる。
【００２５】その結果、可撓性チューブ１１と外装チュ
ーブ１２とがコイルスプリング３０を間に挟んで一体的
に強固に結合した状態になるが、可撓性チューブ１１の
内面寄りの部分は熱変形しないので、蛇行等は発生しな
い。
【００２６】図５は、本発明の第４の実施例の内視鏡用
チャンネルチューブの製造工程を示しており、ステンレ
ス鋼細線を編組して形成された網状管４０を補強部材と
して可撓性チューブ１１と外装チューブ１２との間に挟
み込んだ状態で、通電コイル５０に高周波電流を通電す
るようにしたものである。
【００２７】この場合は、可撓性チューブ１１と外装チ
ューブ１２の少なくとも一方に熱可塑性樹脂材を用いる
ことにより、可撓性チューブ１１と外装チューブ１２と
が溶着され、可撓性チューブ１１と外装チューブ１２と
が網状管４０を間に挟んで一体的に強固に結合した状態
になる。
【００２８】
【発明の効果】本発明によれば、補強部材を電磁誘導に
よって発熱させることにより、補強部材に対する可撓性
チューブの接触部分が局部的に軟化又は溶融して、可撓
性チューブと補強部材との結合状態が強化され、可撓性
チューブが軟化又は溶融するのは補強部材との接触部付
近だけなので、可撓性チューブが蛇行したりせず安定し
た品質の内視鏡用チャンネルチューブを得ることができ
る。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１の実施例の内視鏡用チャンネルチ
ューブの製造工程を示す側面断面図である。
【図２】本発明の第１の実施例の内視鏡用チャンネルチ
ューブの製造工程を示す側面断面図である。
【図３】本発明の第２の実施例の内視鏡用チャンネルチ
ューブの製造工程を示す側面断面図である。
【図４】本発明の第３の実施例の内視鏡用チャンネルチ
ューブの製造工程を示す側面断面図である。
【図５】本発明の第４の実施例の内視鏡用チャンネルチ
ューブの製造工程を示す側面断面図である。
【符号の説明】
１１  可撓性チューブ
１２  外装チューブ
２０  螺旋管（補強部材）
３０  コイルスプリング（補強部材）
４０  網状管（補強部材）
５０  通電コイル
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